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財務局は皆さんの
身近なところで
色々な活動を
しています



東北財務局は、
財務省の総合出先機関として、
また、金融庁からの事務委任を受けて、
東北地方における財政、国有財産や金融・証券等に関する幅広い業務を通
じて、皆さまの暮らしをバックアップします。
また、財務省や金融庁の各種施策や情報を皆さまにお伝えするとともに、
東北地方の経済の実情や皆さまのご意見を中央に伝えるなどコミュニケー
ションの充実にも努めています。

秋田財務事務所

山形財務事務所

福島財務事務所

財務局は、
地域社会と財務省・金融庁を結ぶパイプ役です。
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青森財務事務所

盛岡財務事務所

東北財務局



○金融庁との関係

金融庁は、内閣府の外局として置かれ（平成１３年１月６日）、金融制度の企画立案や金融機能の

安定と円滑化を図るほか、銀行をはじめとする民間金融機関に対する検査及び監督等を専門的に所

掌する行政機関です。地方における民間金融機関に対する検査及び監督については、財務省の組織

（財務（支）局）を活用することとされており、財務局長は金融庁長官から検査及び監督に係る権

限の一部委任を受けて、長官の指揮監督の下にこれらの権限を行使することとなっています。

また、証券取引等監視委員会が行う金融商品取引法等に基づく事務の一部や公認会計士・監査審査

会が行う公認会計士試験の実施に関する事務の一部についても、委任を受けて、その指揮監督の下

に財務局が行っています。
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東北財務局の機構図
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統 括 証 券 検 査 官

総務部

総 務 課

人 事 課

会 計 課

経 済 調 査 課

財 務 広 報 相 談 室

合 同 庁 舎 管 理 官

理財部

主 計 第 １ ・ ２ 課
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青森財務事務所
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山形財務事務所

福島財務事務所

財務総合政策研究所

東 北 研 修 支 所



国の予算は、道路や橋などの公共施設の整備をはじめ、さまざまな事業を通じて、皆さまの

生活と深いかかわりをもっています。財務局は、予算の編成に関する資料の収集や、国の予

算が効率的かつ効果的に執行されているかを把握するため予算の執行に関する調査を行って

います。また、台風や地震などの災害で道路や河川、学校などの公共施設や農地、農業用施

設などが被害を受けたときには、少しでも早く復旧が行われ、生活の安定が図られるよう、

災害現場に出向いてその場で国の負担する復旧事業費を決定する仕事をしています。

被災直後 復旧後

3

財 務 局 主計第一課 / 主計第二課

豊かで住みよい環境づくりのために

国の予算に関する仕事

財 政

仙台市立病院（宮城県仙台市）
<写真提供：仙台市>

財 務 局 融資課 財務事務所 財務課

財務局は、県や市町村などの地方公共団体が、学校、病院、社会福祉施設、上・下水道、道

路、地下鉄などの公共施設をつくる資金や、災害復旧を行うために必要とする資金を融資す

る仕事をしています。また、地方公共団体の財務状況を把握し、財務健全化に関するアドバ

イス（情報提供等）を行う仕事をしています。

七ヶ宿町関保育所（宮城県七ヶ宿町）
<写真提供：七ヶ宿町>



経済社会の血液である資金が安全かつ円滑に流れるよう金融機能の安定を確保し、利用者の保

護を図るため、財務局は管内に所在する地域金融機関・金融業者に対して、法令等に基づき検

査・監督を行っています。

＜対象＞ ・地域金融機関（地域銀行・信用金庫・信用組合）、保険会社・少額短期保険業者、貸金業者、

前払式支払手段発行者の検査・監督

・金融商品取引業者（証券会社・投資助言業者・ファンド業者等）の監督 など
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財 務 局
検査総括課/検査指導官/特別金融証券検査官/統括金融証券検査官/
金融監督第一課/金融監督第二課/金融監督第三課/金融調整官

財務事務所 理財課

健全な取引と預金者、保険契約者、投資者等の保護のために

金融・証券等

また、金融機関間の知見・ノウハウの共

有に資する取組（各種会議の開催等）を

行っているほか、東日本大震災等の大規

模自然災害への対応として、二重ローン

問題の解決に向けた「自然災害による被

災者の債務整理に関するガイドライン」

（被災者に対するローンの減免制度）の

周知活動等を行っています。
金融機関等向け説明会

安定的な資産形成支援と暮らしの安心・安全のために

新しいNISAの適切な活用促進や金融経済教育の充実等に向け、金融経済教育

推進機構（J-FLEC）の周知広報活動を行っています。

また、「多重債務者相談窓口」を設置（常設）し、専門の相談員が借金を抱

えてお悩みの方々からの相談を受け付けるなど多重債務問題の解決にも取り

組んでいます。

東北財務局 022-266-5703

青森財務事務所 017-774-6488

盛岡財務事務所 019-622-1637

秋田財務事務所 018-862-4196

山形財務事務所 023-641-5201

福島財務事務所 024-533-0064

お気軽にご相談ください。

多重債務者相談窓口
つみたてワニーサ
公式Xアカウントはこちら
https://twitter.com/Wa_nisa_FSA



企業内容等の開示、公認会計士試験の実施

金融商品市場の公平性、透明性を高め、投資者保護を一層徹底

させるために、株式の上場会社などから提出される企業財務内

容などが記載された有価証券報告書等や上場会社の発行済み株

式総数等の５％を超えて株式等を保有する者から提出される大

量保有報告書等をEDINET（電子開示システム）により受理し、

審査しています。これらの書類は一定期間公衆の縦覧に供して

おり、インターネットを利用して閲覧することができます。
電子開示システム（ＥＤＩＮＥＴ）
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財 務 局 理財課

また、企業内容の適切な開示について社会的要請が一段と強まるなか、 企業財務の監査に携

わる公認会計士になるための国家試験を行っています。

その他の仕事

財 務 局 理財課 財務事務所 財務課（一部）

金融商品取引の公正の確保を図り、市場に対する

投資者の信頼を保持するため、金融商品取引業者

等に対して法令等の遵守状況について検査を行っ

ています。また、国民の皆さまから寄せられる情

報は、検査・調査等を行う際の手がかりとして有

効性が高いことから、ホームページなどを通じて

積極的な情報提供を呼びかけています。

金融商品取引の公正を確保するために

財 務 局 統括証券検査官

たばこ小売販売業の許可、塩製造・卸売業者の登録等や戦没者等の遺族等に対する記名国債

の交付事務、外国為替及び外国貿易法に基づく外国為替検査を行っているほか、同法に基づ

く対内直接投資審査制度の相談・情報提供窓口を設置しています。

東日本大震災復興事業記念
1,000円銀貨幣

沖縄復帰50周年記念貨幣
10,000円金貨幣

また、記念貨幣の発行及び個人向け国債に関する情報提供を行っています。



国有財産の有効活用のために

財務局は、地域とともに、地域や社会のニーズに対応した国有財産の有効活用を進めています。

国の庁舎等は、使用状況等を監査・調整し、集約化や地方公共団体と連携した最適利用を図って

います。国が使用しない財産は、公園や学校、社会福祉施設などとして売却や貸付を行うほか、

保育・介護・医療など人々の安心につながる分野で定期借地権等を利用して積極的な活用を進め

ています。これらの要望がない財産は、一般競争入札により売却し、国の財政収入に貢献してい

ます。

また、自然災害等の発生時には、避難先等として国有財産を無償で提供する取組を行っています。
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財 務 局 財務事務所
管財総括第一課/管財総括第二課/審理課/国有財産調整官
統括国有財産管理官/統括国有財産監査官/首席国有財産鑑定官

管財課

国公有財産の最適利用の推進

国有財産

シビックコア地区

アクションエリア
（重点地区）

国の庁舎（集約前）

合同庁舎（集約後）

財務局・財務事務所と地方公共団体が

連携し、地域の庁舎等のニーズを

新たに調整 (マッチング）

◆既存施設の老朽化等の解消

◆施設整備費用や管理費用の縮減

◆ワンストップサービスなど利用者

利便の向上

等のメリットが見込まれます。

・耐震化や老朽化への対応

・地域における人口減少に応じた、

公共施設等の集約・再編・活性化

の必要性

・国及び地方における厳しい財政

事情

公的施設をめぐる課題

○ 国が市から用地を交換取得し、国と市により庁舎を
合築整備。

○ 市の「防災資機材庫」整備と国の行政機関の集約に
より、地域の防災機能充実と住民の利便性向上を図る。

○ また、集約前の国の庁舎敷地は、市が国から交換取得
し、公共的な施設として利用予定。

国と市による庁舎の合築整備事例
（山形県鶴岡市・令和４年度完成）

← JR鶴岡駅

鶴岡文化学術交流シビックコア地区整備計画

国土地理院の地図を加工して作成

＜提供：東北地方整備局＞

完成した庁舎

鶴岡市役所

鶴岡税務署

地検鶴岡支部・区検
鶴岡公共
職業安定所

鶴岡第２地方合同庁舎

現・市立病院

市立病院
跡地
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東日本大震災復興事業における国有財産の利活用

経済調査

国有財産は、東日本大震災復興事業の一環として整備された都市計画道路にも活用されています。

市道 笠神八幡線
L=1,520ｍ
W=11.5ｍ （2車線）

国が売却等した国有地

（約770ｍ）

＜提供：多賀城市＞

供用開始された市道「笠神八幡線」

都市計画道路「笠神八幡線」（令和３年10月供用開始）事例

○ 地域住民の生活路線として、また、災害
発生時には緊急避難路及び既存住宅地と
防災拠点 （多賀城駐屯地）を結ぶ物流路
としての重要な役割を担う道路。

○ 整備された市道の総延長のおよそ半分に、
国が市に売却等した国有財産を活用。

国土地理院の地図を加工して作成

地域経済のレーダーとして

財務局は、地域の経済動向を把握するため、企業ヒアリングや「法人企業統計調査」、「法人

企業景気予測調査」を実施しているほか、地域経済に関する資料及び情報を収集し、国の施策

立案に役立てています。また、これらの調査結果は「管内（県内）経済情勢報告」などで地域

の皆さまへ情報を提供しています。

管内経済情勢報告 記者発表

財 務 局 財務事務所経済調査課 財務課

全国財務局長会議 報告資料

調査の結果は、
東北財務局の
ホームページに
掲載しています。
ぜひ、下記より
アクセスしてご
覧ください。



金融・証券地域課題の解決に向けて

東北財務局は、地方公共団体等の地域の主体との幅広いネットワークを活用し、財務局の業

務を通じて、また、地域の各主体との「つなぎ役」を果たし、地域の課題解決に向けた取組

の後押しをすることにより、東北経済の活性化に貢献しています。

財 務 局 財務事務所総務課 / 財務広報相談室 総務課

持続可能な地域社会実現へのサポート

地域連携事例集の公表

地方財政研修会の様子
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地域連携

東北財務局では、地域のニーズに応じ、様々な取組を行っています。
取組事例は地域連携事例集として取りまとめ、東北財務局のホームページに
掲載しています。ぜひ、右記よりアクセスしてご覧ください。

財務局は財政融資資金の貸し手として、借り手である地方公共団体
の財務分析を行っています。
公共施設の維持管理費増大への危惧など、財政上の諸課題に直面し
ている地方公共団体に「地方財政研修会」を通じたサポートに取り
組んでいます。

地域の将来を担う人材の育成支援
地元大学や小中学校・高校のニーズを把握したうえで、財政や金融、
経済の講義等を実施しています。
若い世代が国の財政等を学ぶことを通じて、自分たちの国の将来に
ついて考え判断できる知識を育むことや、より良い暮らしを送るた
めに必要な金融リテラシーの向上などを目的として、国や地域の将
来を担う人材の育成支援に取り組んでいます。 講義の様子
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日本の未来を担う児童・学生に対しては、財政に興味・関心を持ってもらうことなどを目的と

した『財政教育プログラム』を行っています。子育て世代向けには、各地の支援センターや公

民館などで『マネー講座』を開き、ライフプランと3大資金（教育、住宅、老後）の関係性や

家計管理の重要性等ついて説明しています。また、地元大学とも連携し、財政・金融・経済に

関する講義を行っています。

財 務 局 財務事務所財務広報相談室 総務課

広報に関する仕事

財務局では、財務省・金融庁の施策を、広く地域の皆さ

まにお伝えするとともに、これらに対するご意見・ご要

望等を財務省・金融庁に伝えるなど、地域と中央を結ぶ

役割を果たしています。

また、ホームページやＳＮＳなどにより、業務に関する

情報をリアルタイムに提供できるよう情報発信に努めて

います。

財政・経済・金融・国有財産など

のテーマで、ご要望に応じて講師を

派遣いたします。グループの人数・

対象年齢は問いません。

申込フォームにご希望（講演テーマ、

希望する日時・場所・人数・連絡先など）

をご記入のうえお申し込みください。

ご不明な点は、東北財務局財務広報相談室や

各財務事務所・総務課までお気軽にお問い合せください。

財政教育プログラム

各世代に向けた広報

広報

財政✘経済
✘金融
✘国有財産

X Instagram

講師を派遣します

子育て世代向けマネー講座 大学での講義



～地域の皆さまの身近なところで仕事をしています～

平成２４年度国家公務員採用試験から、財政・金融のプロフェッショナルとして、財務局職

員を採用するための「財務専門官採用試験」が新設されました。近年の様々な改革や経済情

勢の変化によって、国の行政や経済における「地域」の果たす役割や特性は、今まで以上に

重要なものとなっています。「財務専門官採用試験」についてのお問い合わせは、東北財務

局総務部人事課まで。

財務（支）局は全国１０か所に設置され、その下に４０の財務事務所と１３の出張所があり

ます。また、沖縄県においては、沖縄総合事務局財務部が同じ仕事を分担しています。

財務専門官採用試験情報（財務省ホームページ）

https://lfb.mof.go.jp/recruit/zaimusenmonkan/index.html

地域に対するあなたの熱意と能力を財務局で活かしてみませんか？

財務局のネットワーク
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地域社会に貢献する
～「財務専門官採用試験」

https://lfb.mof.go.jp/recruit/zaimusenmonkan/index.html


東北財務局・財務事務所はこちらです。

東北財務局ホームページ
https://lfb.mof.go.jp/tohoku/

✔東北財務局
〒980-8436
仙台市青葉区本町3-3-1 仙台合同庁舎
TEL：022-263-1111

✔青森財務事務所
〒030-8577
青森市新町2-4-25 青森合同庁舎
TEL：017-722-1461

✔盛岡財務事務所
〒020-0023
盛岡市内丸7-25 盛岡合同庁舎
TEL：019-625-3351

✔秋田財務事務所
〒010-0951
秋田市山王7-1-4 秋田第二合同庁舎
TEL：018-862-4191

✔山形財務事務所
〒990-0041
山形市緑町2-15-3 山形第二地方合同庁舎
TEL：023-641-5177

✔福島財務事務所
〒960-8112
福島市花園町5-46 福島第二地方合同庁舎
TEL：024-535-0301

東北財務局キャラクターザイっち

東北財務局要覧 2024.09


